




























































































































































































































































































































































































































































































大統領の演説，EU－CHINA「A Strategic outlook 2019.3.12」）情況下で，
改めて自国の体制の優位性を再確認する必要があったからと考えられる。
ただ，この優位性についても，総論で挙げられた13項目が，同時に今後
進めていくべき各論の政策と大きく内容がだぶっていることからすれば，
今現在，優位性が既に確立しているというよりは，むしろ優位性の形成過
程にあるといってよい。真に，欧米に対抗できる優位性が確立できるかは，
今後の課題である。
ここで興味深いのは，今回の優位性は，中華文化・14億余りの人口・５
千年余りの文明史・中華民族といった，中国自身の特徴と強く結び付けら
れており，19回党大会のように，「世界において急速な発展又は自身の独立
性を維持することを希望する国家・民族に対し全く新しい選択を提供」す
るといった，世界に通用する「中国モデル」の提起を避けている。これも，
米国を刺激することを避けたのであろう。
なお，「社会主義市場経済の条件の下，カギ・コアとなる技術の堅塁攻略
のための新しいタイプの挙国体制を構築する」という表現が見られるが，
これは米国から中国への最新技術の供与が今後望めなくなるなかで，中国
自身が自主的なイノベーション能力強化の必要性に改めて迫られている事
情を物語っている。
（5）「小康社会の全面実現」の意味
「決定」では，全国民をカバーする社会保障システムの整備と脱貧困が重
視されている。2020年までに「小康社会を全面的に実現」するというのは，
党の第１の百年目標であるが，以前は2020年のGDPを2010年の倍にするこ
ととされていた。
267
しかし，習近平総書記は，2017年の19回党大会において，「経済成長を
高速成長から中高速成長に転換する」という従来の成長率中心の考え方を
放棄し，「質の高い発展」に転換することとし，同時に農村の脱貧困を３大
堅塁攻略戦の１つと位置づけた。この段階で，「小康社会の全面実現」の意
味は，GDPの倍増から農村の脱貧困に実質的に転換されたといってもよ
い。ただ，これだけでは対象は5500万人にとどまるため，同年12月の中央
経済工作会議では，「都市の困窮大衆の基本生活の保障・改善」が追加され
ている。
中国共産党19期四中全会決定の一考察
